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第１回大阪府流域下水道事業経営戦略審議会　議事要旨

日時　：平成29年7月4日（火）　15時30分～17時30分

場所　：大阪府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）　４階　大会議室1
出席者：貫上委員、佐藤委員、武田委員、深澤委員、向井委員　計5名

■主な議題
　Ⅰ．会長等の選任について　　　　　　　
　Ⅱ．大阪府流域下水道事業経営戦略について   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■概要：〔以下、〇委員　　●事務局〕
· Ⅰ．についての概要

・互選により、会長は佐藤委員が選任された。会長代理者は貫上委員に決定した。
（会長挨拶要旨）

○　私の役割は、府民の方々の安全・安心のために実施されている取り組みを分かりやすく伝えていくこと。誤解の生じない情報発信、中長期的な視点で将来的な負担増などを見据え、経営戦略をとりまとめていきたい。
　委員が一丸となって議論し、外向きに情報発信していけるような審議会運営に努めたい。そのためには、委員や自治体の皆様からのご意見があってのこと。どうぞお力添えのほど宜しくお願いしたい。
· Ⅱ．についての概要
○　維持管理費用についての市町村負担金の対象経費をどうするかが重要。現状は、過去の投資に相当する減価償却費が対象経費に含まれていないため、それをどうするべきか。負担方式を費用配分方式から従量単価方式に変えていくにしても対象経費をどうするかが問題。

○　今年度の審議会でどこまでを検討していくべきか。大阪府の思いはどこまであるのか。

●　公営企業法の適用で減価償却費部分に対する収益が不足するため、負担方法も含めて、市町村と議論しながら制度設計するべきと考えている。経営戦略の中でベストな結論を示すのは困難なことから、経費負担の方向性を整理できればと考えている。
○　収支ギャップをどう埋めていくかが重要。市町村・市民・府民へ負担を求めることについて、大阪府の努力が見えないと、理解を得にくい。
本市の状況
平成9年　企業会計移行（当時、下水道普及率７２％、経費回収率が６０％）
　整備途上に、一般会計からの基準外繰入の抑制。単年度　純損失が発生。累積欠損金が最大約１３２億円（平成18年度）。
下水道使用料
　平成12年、15年、18年に引き上げ（それにより経費回収率１００％に）
　平成9年　約1,600円から現状　約2,800円（２０m3／月）　府内トップクラスとなった。
○　本市の経営改善の取り組みとして、事務事業の見直し、組織のスリム化を実施した。

○　経営戦略（案）26ページに「借換債」とあるが、当初発行持の約定最終期限を単純に延長するためのものか。また、30年度期首の累積剰余金はどのくらいあるか。
純損失の解消には、市町村負担金及び他会計補助金を増やすしかないが、概ね30年度は７％増、34年度は１０％増でないと解消できない。そのことは市町村にも認識してもらう必要がある。
●　新規発行した起債の償還年次は30年であるが、大阪府は10年一括償還の市場公募債で起債しており、減債基金として１／３０づつ積み立てを行っている。１０年経過時点で積み立て分と、その残額分に借換債を発行して返済して、さらに１０年間積み立て、１０年経過時点（全体で20年）で積み立て分と残額について借換債を発行して返済。最後に10年間を積み立てた分を返済して全額を償還。
３０年度期首の累積剰余金（貸借対照表の純資産）は、現時点で3,350億円程度と見込んでいる。
すぐに累積欠損金の解消は難しいため、当面の目標は、単年度の純損失の解消。
現状の市町村負担金は、維持管理に要する実費（経費）を徴収しており、経費削減しても収入も減るため、純損失を賄うことができない。制度面も含めて、検討が必要と考えている。
○　市町村負担金は、減価償却費相当も対象経費とすれば、収支が合うはず。なぜ損失が出ているのか。

●　維持管理費の対象経費は、ユーティリティー（電気代や燃料費）などの実費と平成20年度以降の改築更新事業に対する大阪府の起債償還費の一部を対象としている。減価償却費を対象経費としていないため収入が不足している。
○　経営戦略の検討には、使用料値上げや市町村負担の増加を含めて、損失を賄う方策が必要。100％合意は難しくても、少しでも理解を得られるようにすべき。論点は、①経費負担の適正化（純損失の解消）、②経営目標（着眼点と各施策の取組内容）、③建設投資計画（投資目標が妥当か）の3点と考えている。

○　経営戦略（案）20ページ「維持管理費の更なるコスト縮減」で、電力原単位を5％縮減に加えて、それ以外にも具体的に示すべき。

●　コスト縮減については、電力以外のユーティリティー全般で削減を図っている。省エネ、コスト縮減などさまざまな運転方法に取組んでおり、今後も拡大していく。
○　本市でも処理場運転のコスト縮減に取組んでいる。一例では、大腸菌群数について、設計指針によるのではなく、注入率を変えることで次亜塩素のコスト削減を行った。また、処理場でも間欠運転するなど工夫している。経営戦略にできる限り記載するほうが理解しやすい。

○　経営戦略（案）26ページの維持管理費について、コスト縮減効果がわかりにくい。

●　維持管理費の縮減として、電力原単位の５％縮減（現在電力費50億円であり、約2.5億円）を反映している。増加として、水量の増加や老朽化による施設の点検・補修費を反映しており、縮減効果が見えにくい。

○　資料では、コストの増加分と縮減分を、わかりやすく整理しておくこと。
○　経営戦略（案）24ページ「下水道資源・エネルギーの有効利用」で、下水道法が改正され発生汚泥の再生利用が努力義務となった。どのように考えているのか。

●　汚泥の有効利用は、これまでも様々な取り組みを行ってきた。有効利用にはコストがかかるため、現状は経済的な公的処分地に埋め立て処分している。しかし処分地にも限りがあるため、民間活力を導入した方法（PPP/PFI）も検討中。意見を踏まえ、どのように記載できるか検討する。

○　経営戦略（案）12ページ。「財政マネジメントの一層の向上」の具体的な内容は。
また、経営の健全性の向上と持続性の確保や適正な受益者負担という表現も記載すべき。財務省の財政制度等審議会の財政制度分科会では、下水道事業の持続性と受益者負担原則の確保のために、料金の適正化が提起され、財務省や総務省は料金の適正化を求めている。経営戦略にその旨を記載しても見当外れではない。
●　財政マネジメントについて、法非適用では、団体ごとに経費の整理が異なり、比較が難しいが、法適用後は経営指標で一律に評価できる。それにより大阪府の強みや弱みが明確になるので、あるべき方向に、マネジメントできると考えている。
また、経営の健全性の向上の、持続性の確保や適正な受益者負担については府民・市民や市町村にどのようなメッセージを発信するかという観点で検討する。
○　現時点で他自治体・他地域と比較して、大阪府流域下水道の強みや弱みはなにか。

●　過去から大阪府は維持管理費に一般会計から繰入し、なおかつ資本費の大部分を大阪府が負担してきたので、府内の下水道及率が高い。一方で、経費回収率（収益的収支比率）では、他団体（法非適用）と比較すると大阪府が低い（大阪府56％、他府県70～90％）。
○　経費回収率（収益的収支比率）が低い理由は。
●　他府県の多くは、従量単価制を採用し、場合によっては利益が計上されるが、大阪府は実費精算方式を採用していることが要因の一つ。また、経費対象の起債償還をすべて一般会計からの繰入れが賄っている。

○　経営戦略（案）12ページの図、「安全で安心なまちづくりの推進」の内容は浸水対策であるが、地震対策はどのように考えているのか。

●　下水処理場の管理棟など、人が出入りする施設は概ね耐震対策を完了。緊急輸送路に布設している管渠については、29年度末までに一定の方向性を出し、対策を示す予定。
経営戦略の中の地震対策の割合を踏まえ表現方法を検討する。

○　経営戦略（案）16ページの図-10、健全度１には緊急度ⅠとⅡの一部の設備が含まれている。10年後に健全度１の設備は０とするとしており、緊急度Ⅱの一部も０にするということと思われるが、図では10年後の緊急度Ⅱは４％となっており、その関係の説明がなく理解しにくい。第三者が見て、分かるようにすべき。
○　懇話会で検討した時は、健全度のみで判断すると記憶しているので、健全度だけのグラフにすべき。
●　グラフの構成を検討する。
○　経営戦略（案）12ページの経営目標の中で、「寝屋川流域」という個別名が記載されている。寝屋川流域の浸水リスクが一番高いということだが、他の地域との比較でわかりやすく整理を。
○　経営戦略（案）19ページ、下水道増補幹線単独運用を解消することで貯留容量がどのくらい増えるのか。
●　すでに地下河川が供用開始しているところに増補幹線を接続し、相互運用を実施する。貯留量が増えるということではないので、数字を表記していない。わかりやすく整理する。

○　太陽光発電について
H28実績約2.8億円（経営戦略（案）21ページ）
H30からの収入予定6億円（経営戦略（案）26ページ表-4）　　この違いは。

●　（経営戦略（案）26ページ表－4）
営業外収益で、太陽光発電収入を
営業外支出で、太陽光発電リース料等を計上、差引、2.8億円となる。
○　経営戦略（案）22ページ、「その他の取り組み」は、個別に実施しないが改築に合わせて実施するということか。実施するのであれば取り組み効果も記載すべき。

●　改築に合わせて実施するので、効果の見せ方を工夫する。
○　市町村負担金と他会計補助金を合わせて、何％上げれば純損失が解消できるかを示すこと。受益者にとって、負担がどのくらいか、それが適切かという議論のためにも必要。
●　現在提示している収益的収支の単年度の純損失を解消するために必要な負担を提示することは可能。一般会計からの繰入金をどの程度にするのが適切かなど、経費負担のあり方について一定の条件を仮定して、おおよその目安を提示したい。

○　経営戦略（案）26ページの収益的収支について、財政状況が不健全だと明記すべき。経営がどういう状態で、何をすれば、よくなるかを示すのが経営戦略。

○　汚水の負担は使用者が担うものと明記し、負担ルールを独自に変えたのではなく、地方公営企業法を適用することで負担が足りていないことが見えてきたことを明確にすべき。

○　減価償却費を対象経費とした場合、それは全額ではないはず。汚水分の減価償却費は何％か。

●　減価償却費の内訳は概ね汚水が70％程度、あとの25％が雨水、高度処理が5％。

○　パワーポイント資料23ページに雨水公費、汚水私費とあるが、それ以外にも総務省の繰り出し基準において、分流汚水の場合や高度処理の経費、そのほか合流改善など事業ごとに経費負担をどのように見ていくかが、議論の対象になる。まず大阪府の考えを示してもらいたい。

○　市町村ごとの按分額算出は難しいかもしれないが、事業ごとに流域下水道として整理が必要。
○　経営戦略（案）３６ページの「今後の維持管理費の推移」に、猪名川流域が記載されていない。府から補助金が支出されているからか。

●　猪名川流域は、豊中市に業務委託しており、負担金も豊中市が関連市から直接徴収する。そこに大阪府が一般会計から補助金を支出しているが、直接的に経理していないため、猪名川流域分のデータは入れていない。
○　当該補助金は流域下水道を維持するための費用であり、公営企業として、補助金でいいのかという問題。他の流域と同じになれば補助金額は維持管理費として記載されるはず。

●　猪名川流域は、兵庫県域にもまたがっており、兵庫県域の市町村と一体的に処理している。他の流域とは異なる制度で運営されているため、猪名川流域を対象外としている。

○　この10年間は維持管理費ではなく、補助金の支出を前提に推移するということになるのか。

●　建設を豊中市に委託し、維持管理も豊中市が主体的に運営しており、事業の効率性としては、大阪府流域下水道と同じと考えている。資産の管理は大阪府と兵庫県で按分し、大阪府分の減価償却等を把握していく予定。
○　経営戦略（案）25ページ「資本的支出の考え方」の3つ目の「機械・電気設備」は、どちらかといえば①の収益的支出の維持管理費についての記載ではないか。
先ほどから議論している維持管理費の削減を図るということについて、プラスマイナスの内訳なども含めて①の収益的支出の維持管理費に記載すべきである。
○　最終的に経費負担や使用料の値上げまで検討するには、どのくらいのスパンで考えていくかも重要。様々なシミュレーションやスケジュールを見据えながら経費負担の方向、市町村のバランスを調整する方向で準備を進めていくべき。
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